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Abstract 
Previous studies have shown that married people have higher subjective well-being (SWB) than 
unmarried people. However, does it increase SWB, even for low-quality marriage, which has poor marital 
satisfaction? Furthermore, if the low-quality marriage decreases the SWB, is its negative effect larger 
than the effect of divorce? This study attempts to answer these questions using Japanese panel data. The 
following four points are found as a result of analysis for women using the five-point scales of happiness 
as the dependent variable. First, married women are happier than unmarried women. Second, compared 
to unmarried women, the happiness of married women who were satisfied with their marital relationship 
is higher, and the happiness of married women who were dissatisfied with their marital relationship is 
lower. Third, although divorce decreases women's happiness, the size of the decline is smaller than the 
married women who are dissatisfied with their marital relationship. Fourth, the effect of marital quality 
on happiness gradually declines as age increases. Also, no clear difference between educational 
backgrounds is confirmed. 
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夫婦関係満足度と幸福度 

―夫婦仲が悪い結婚と離婚、幸福度をより下げるのはどちらなのか―† 

 

佐藤一磨* 

 

要約 

欧米の先行研究は、未婚者と比較して既婚者ほど主観的厚生が高いことを明らかにしてい

る。しかし、結婚の影響は、夫婦関係の良し悪しによって変化すると考えられる。ここで疑

問となるのは、たとえ夫婦関係が悪い結婚でも、主観的厚生を高めているのかといった点だ。

また、仮に夫婦関係の悪い結婚が主観的厚生を低下させていた場合、その大きさは離婚の影

響よりも大きいのだろうか、それとも小さいのだろうか。本論文では『消費生活に関するパ

ネル調査』を用い、これらの疑問を検証した。被説明変数に 5 段階の幸福度を用い、女性を

対象とした分析の結果、次の 4 点が明らかになった。1 点目は、欧米の先行研究と同じく、

未婚女性と比較して既婚女性ほど幸福度が高くなっていた。2 点目は、未婚者と比較して、

夫婦関係に満足する既婚女性ほど幸福度が高く、夫婦関係に不満がある既婚女性ほど幸福

度が低くなっていた。この結果から、すべての結婚が女性の幸福度を高めているわけではな

く、夫婦関係に満足している場合にのみ結婚によるプラスの影響が観察されると言える。3

点目は、離婚によって女性の幸福度は低下するが、その低下幅は夫婦関係に不満がある場合

よりも小さかった。この結果から、夫婦関係に不満がある女性の幸福度は、未婚者や離婚者

よりも低くなっていると考えられる。4 点目は、女性の年齢別に分析した結果、20 代、30

代、40 代と年齢が上がるにつれて、夫婦関係の良し悪しによる影響が緩やかに減少するこ

とがわかった。学歴別の分析もおこなったが、学歴間による明確な違いは確認されなかった。 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
† 本稿の作成にあたり慶應義塾大学パネルデータ設計・解析センターが実施した『消費生活に関するパネ

ル調査』の個票データの提供を受けた。ここに記して感謝する次第である。なお、本研究は JSPS 科研費

（17KT0037）の助成を受けたものである。 

* 拓殖大学政経学部准教授 
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1 問題意識 

 これまで経済学の視点から、結婚についてさまざまな分析が行われてきた。この嚆矢とな

ったのは Becker (1973; 1974; 1991)であり、経済学のフレームワークの中で結婚の意思決

定をコストと便益の観点から分析できるよう理論的に整理している。この結婚の経済学に

おいて、各個人の結婚の決断は、結婚した場合の経済的・非経済的な便益がそのコストを上

回る場合においてなされると考えられている。このため、各個人が未婚から結婚へと移行す

る際、何らかの経済的・非経済的な便益を得ていると予想される。 

 近年、このような結婚の便益を各個人の主観的厚生を用いて検証する実証研究が増えて

いる。この研究成果を見ると、未婚者、離婚経験者、そして死別者と比較して、既婚者ほど

主観的厚生が高いことが明らかとなっている (Chapman and Guven 2016 ;Di Tella et al. 

2003; Frey and Stutzer 2002; Gove et al. 1983; Grover and Helliwell 2019; Layard 2005; 

Mikucka 2016; Peiro´ 2006; Stack and Eshleman 1998; Waite 1995; Waite and Gallagher 

2000; Waite and Lehrer 2003; 筒井ほか 2009)。これらの研究成果はアメリカ、イギリス、

ドイツ、日本といった先進国のデータを用いている場合が多く、必ずしも全世界における結

果に基づいているわけではないが、社会環境や社会制度が異なる場合でも結婚によって主

観的厚生が向上する傾向にあると言える。 

 ここで次に疑問となるのが「結婚したすべての人々が本当に幸せになっているのか」とい

った点だ。結婚の主観的厚生への影響を考察するうえで重要となるのが夫婦関係の良し悪

しである。結婚生活を行っていくうえで、夫婦関係が良好な場合もあれば、相手との関係に

不満を持ち、夫婦関係が悪い場合も存在する。夫婦関係が良好である場合、結婚の主観的厚

生に及ぼす影響はプラスになると予想される。それでは、夫婦関係が悪い場合でもはたして

結婚の影響はプラスになるのだろうか。もし夫婦関係が悪くても結婚の影響がプラスであ

る場合、結婚を促進することが人々の主観的厚生を高める方策となる。しかし、もし夫婦関

係が悪い場合において結婚の影響がマイナスになるのであれば、結婚を促進することが必

ずしも人々の主観的厚生を高める方策とはならない。このように、夫婦関係の良し悪しによ

って結婚の及ぼす影響が異なっているのであれば、必ずしも結婚したすべての人々が幸せ

になっているわけではないと考えられる。この実態を探ることは学術的、政策的な観点から

も重要となる。 

 そこで、本論文では Chapman and Guven (2016)の手法に倣い、夫婦関係の良し悪しによ

って結婚の主観的厚生に及ぼす影響がどのように異なるのかを明らかにする。先行研究と

比較した際、本論文には２つの特徴がある。１つ目は日本の代表的なパネルデータである

『消費生活に関するパネル調査』(以下 JPSC)を用い、夫婦関係の良し悪しと主観的厚生の

関係を分析している点である。JPSC は女性のみを調査対象とする限界はあるものの、幸福

度といった主観的厚生だけでなく、夫婦関係満足度を長期にわたって調査している貴重な

データである。夫婦関係の良し悪しと主観的厚生の関係を分析した先行研究を見ると、その
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ほとんどが欧米のデータを用いており、アジア地域のデータを用いた研究は少ない。特に日

本のデータを用いた研究はほとんどなく、その実態は明らかになっていない。日本の場合、

出生率の低下が持続しており、その主要な原因の１つとして婚姻率の低下が指摘されてい

る（岩澤 2002）。このため、婚姻率を向上させることが政策的に重要な課題となる。ここで、

もし結婚しても主観的厚生が改善しない場合があることが明らかになれば、その原因への

対処が少子化対策として効果がある可能性が出てくる。なぜならば、Cetre et al. (2016)で

指摘されるように、主観的厚生の高さと出産行動には関連があり、夫婦の主観的厚生の改善

がその後の出産を促進する可能性があるためである。このような現状を考慮すると、日本の

データを用いて夫婦関係の良し悪しと主観的厚生の関係を検証することは意義深いと言え

る。 

 2 つ目の特徴は、2 つの観察できない個人効果を考慮した推計手法を用い、夫婦関係の良

し悪しと主観的厚生の関係を分析している点である。Chapman and Guven (2016)では主に

Pooled OLS を用いて夫婦関係の良し悪しと主観的厚生の関係を分析しているが、この手法

だと観察できない個人効果が夫婦関係の良し悪しや主観的厚生と相関を持つ場合に、推計

結果にバイアスをもたらす恐れがある。本論文ではこの課題に対処するためにも、Fixed 

Effect (FE) OLS を用いて分析する。また、推計結果の頑健性を確認するためにも、

Baetschmann et al. (2020)による Fixed Effect (FE) Ordered Logit でも推計を行う。 

 3 つ目の特徴は、逆の因果関係への対処である。夫婦関係の良し悪しと主観的厚生の関係

を分析する際、主観的厚生が夫婦関係の良し悪しに影響を及ぼすといった逆の因果関係が

存在する恐れがある。この課題に対して、本論文では被説明変数の主観的厚生のラグ項を説

明変数に加えた Generalized Method of Moments (GMM)を用いることで対処する(Arellano 

and Bond 1991)。今回の分析では、幸福度を被説明変数として使用するが、GMM による推

計では、1 期前と 2 期前の幸福度を説明変数に加える形で推計を行った。この手法を用いこ

とによって、過去の幸福度の影響を考慮したうえで、夫婦関係の良し悪しを検証することが

可能となる。また、パネルデータの特徴を生かし、結婚以前の幸福度をコントロールしたう

えで、夫婦関係の良し悪しと幸福度の関係も分析した。結婚の意思決定や夫婦関係の良し悪

しは、もともとの主観的厚生の水準によって影響を受けている可能性がある(Chapman and 

Guven 2016 ;Stutzer and Frey 2006)。この点を考慮するためにも、分析期間の始めの時点に

おいて未婚のサンプルに限定し、その初期時点の幸福度を説明変数に加えた Propensity 

Score Weighting (PSW)による推計も実施した。 実際の分析では Inverse-Probability 

Weighting (IPW)と Inverse-Probability-Weighted Regression Adjustment (IPWRA)を用い

て推計を実施している (Imbens and Wooldridge 2009; Wooldridge 2007, 2010)。 

被説明変数に 5 段階の幸福度を用いた分析結果、次の 4 点が明らかになった。1 点目は、

欧米の先行研究と同じく、未婚女性と比較して既婚女性ほど幸福度が高くなっていた。2 点

目は、いずれの推計手法でも、未婚者と比較して、夫婦関係に満足する既婚女性ほど幸福度

が高く、夫婦関係に不満がある既婚女性ほど幸福度が低くなっていた。この結果から、すべ
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ての結婚が女性の幸福度を高めているわけではなく、夫婦関係に満足している場合にのみ

結婚によるプラスの影響が観察されると言える。3 点目は、離婚によって女性の幸福度は低

下するが、その低下幅は夫婦関係に不満がある場合よりも小さかった。この結果から、夫婦

関係に不満がある女性の幸福度は、未婚者や離婚者よりも低くなっていると考えられる。4

点目は、女性の年齢別に分析した結果、20 代、30 代、40 代と年齢が上がるにつれて、夫婦

関係の良し悪しによる影響が緩やかに減少することがわかった。学歴別の分析もおこなっ

たが、学歴間による明確な違いは確認されなかった。 

本稿の構成は次のとおりである。第 2 節では先行研究を概観し、本稿の位置づけを確認

する。第 3 節では使用データについて説明し、第 4 節では分析結果について述べ、最後の

第 5 節では本稿の結論と今後の研究課題を説明する。 

 

2 先行研究 

2.1 結婚及び夫婦関係満足度が主観的厚生に及ぼす影響 

 結婚と主観的厚生の関係については数多くの研究があり、それらの研究結果は、未婚者よ

りも有配偶者の主観的厚生が高くなるとを指摘している(Chapman and Guven 2016 ;Di 

Tella et al. 2003; Frey and Stutzer 2002; Gove et al. 1983; Grover and Helliwell 2019; Layard 

2005; Mikucka 2016; Peiro´ 2006; Stack and Eshleman 1998; Waite 1995; Waite and 

Gallagher 2000; Waite and Lehrer 2003; 筒井ほか 2009)。有配偶者ほど主観的厚生が高く

なるのは、結婚が経済的・非経済的な面において便益をもたらすためだと考えられる。経済

的な面における便益としては、夫婦間の分業による家計内生産物の増加、結婚することによ

る世帯所得の増加、そして、生計を共にすることによる規模の経済性があげられる(Becker 

1991; Perelli-Harris et al. 2019)。非経済的な面における便益としては、パートナーを持つこ

とによって得られる性的・情緒的な満足感や人生を共に歩む友人としての心理的サポート、

そして、パートナーの友人や家族ネットワークからの得られるサポートがあげられる

(Kamp Dush and Amato 2005; Ross and Mirowsky 2013; Umberson and Montez 2010; 

Umberson et al. 2010)。これらの結婚に伴う経済的・非経済的な便益が主観的厚生の向上に

寄与すると考えられる。 

 結婚と主観的厚生の関係を検証した研究は数多く存在するものの、夫婦関係の良し悪し

によって主観的厚生への影響がどのように変化するのかを検証した研究は限られている。

Chapman and Guven (2016)は、アメリカの General Social Survey (GSS)、イギリスの British 

Household Panel Survey (BHPS) 、 そ し て 、 ドイ ツ の German Socio-Economic Panel 

(GSOEP)を用い、夫婦関係の良し悪しと主観的厚生の関係を検証している。彼らの研究で

は、夫婦関係の良し悪しを主に夫婦関係満足度を用いて計測した。GSS では「Taking things 

all together, how would you describe your marriage—would you say that your marriage is very 
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happy, pretty happy, or not too happy?」という質問に対して「not too happy」、「pretty happy」、

「very happy」の 3 段階で回答した変数を使用している。BHPS ではパートナーに対する満

足度を 7 段階で回答した変数を使用しており、回答の値が 1-3 の場合を「not too happy」、

4-5 の場合を「pretty happy」、そして 6-7 の場合を「very happy」と定義している。また、

GSOEP では 10 段階で回答した家族満足度を使用しており、回答の値が 0-6 の場合を「not 

too happy」、7-8 の場合を「pretty happy」、そして 9-10 の場合を「very happy」と定義した。

GSS では幸福度、BHPS と GSOEP では生活満足度を被説明変数として用いた分析の結果、

いずれの場合でも夫婦関係に満足している既婚者ほど、未婚者よりも幸福度が高くなって

いた。また、夫婦関係に不満がある既婚者ほど、未婚者よりも幸福度が低くなっていた。こ

の結果は、夫婦関係の良し悪しによって主観的厚生に及ぼす影響が大きく変化することを

示している。この論文では夫婦関係の良し悪しと主観的健康度の関係も分析しており、いず

れの場合でも夫婦関係に満足しているほど、主観的健康度が高く、逆に夫婦関係に不満があ

るほど、主観的健康度が低くなっていた。 

 Grossbard and Mukhopadhyay (2013)は、National Longitudinal Study of Youth’s 1997 

(NLSY 1997)を用い、家庭における子どもが主観的厚生に及ぼす影響を検証する際、夫婦関

係の良し悪しを重要な説明変数として使用している。NLSY 1997 には「How much do you 

feel that [your current spouse/partner] cares about you?」といった質問があり、調査対象者

は 4 段階でその質問に回答している。この変数を夫婦関係満足度と定義し、主観的厚生に

及ぼす影響を分析した結果、夫婦関係満足度が高いほど、幸福度が高くなることを明らかに

した。 

 Perelli-Harris et al. (2019)は UK Household Longitudinal Study (UKHLS)、Household, 

Income and Labour Dynamics in Australia (HILDA)、GSOEP、Norwegian Generations and 

Gender Survey (GGS)の 4 つのデータを使用し、結婚と同棲が主観的厚生に及ぼす影響を検

証している。この分析の中で、パートナーの関係に対する満足度を説明変数として使用して

いる。Inverse-Probability-Weighted Regression Adjustment を用いた分析の結果、結婚して

いるイギリスとノルウェーの女性は、同棲している女性よりも生活満足度が高いことがわ

かった。しかし、パートナーの関係に対する満足度をコントロールすると、結婚のプラスの

影響がすべて消失することが明らかになった。この結果は、結婚や同棲といった配偶状態よ

りも、パートナーとの満足度が主観的厚生にはより重要な影響を及ぼすことを意味する。 

 これら以外では、夫婦関係の良し悪しと健康指標との関係を検証した論文に Lawrence et 

al. (2019)がある。この論文ではアメリカの GSS を用い、配偶状態を非常に幸せな結婚、幸

せな結婚、不幸な結婚、未婚、離婚・別居、死別のカテゴリーに分け、それぞれの状態が主

観健康度や寿命に及ぼす影響を検証している。分析の結果、非常に幸せな結婚の場合と比較

して、不幸な結婚の状態にある人ほど、主観的健康度が悪くなる確率が 2 倍以上高くなる

だけでなく、その後の死亡率も 40%以上高くなることがわかった。また、不幸な結婚の状

態にある人の主観的健康度の悪化や死亡率の上昇は、未婚、離婚・別居、死別といった状態
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よりも深刻である場合があった。これらの結果から、不幸な結婚は、主観的厚生だけでなく、

健康状態も悪化させると言える。なお、Lawrence et al. (2019)以外でも夫婦関係の良し悪し

と健康の関係を検証しており、良好な夫婦関係は、肉体面での健康の向上や慢性的なストレ

スの低下と関連があることがわかっている（Bookwala 2005; Miller et al. 2013）。 

 以上の研究結果を整理すると、パートナーとの関係に満足しているほど、主観的厚生は高

く、逆にパートナーとの関係に不満があるほど、主観的厚生が未婚者よりも低下すると言え

る。ただし、これらの分析結果は主に欧米諸国のデータを用いた研究に基づいており、その

他の地域でも同じ傾向が見られるかどうかはまだ検証されていない。 

 

2.2 日本の状況 

 日本の婚姻の状況を見ると、1970 年から 1974 年の期間にかけて、婚姻件数が年間 100

万組を超え、人口対千人あたりの婚姻件数も 10.0 以上となっていた。しかし、その後、婚

姻件数、婚姻率ともに低下傾向となり、2018 年には婚姻件数が 59 万組、そして婚姻率が

4.6 とピークの半分程度にまで減少している。同棲や未配偶者による出産が非常に低い日本

において、このような婚姻件数の減少は、出生率の低下に大きな影響を及ぼしており、いか

に婚姻件数を維持・上昇させるのかが政策的に重要な課題となっている。このような政策課

題と関連して、結婚の決定要因やその影響を検証する学術的な研究が増えている(佐藤ほか 

2010; 筒井 2016; 山田 2019)。 

 この中において、結婚や夫婦関係の良し悪しと主観的厚生の関係は重要な研究テーマの

１つであるものの、研究の数は限られている。貴重な研究に萩原(2012)があり、この研究で

は、結婚前後における幸福度や生活満足度の変化を検証している。分析の結果、結婚時点に

向かって幸福度や生活満足度が増加し、その後、低下する傾向があることがわかった。また、

Sato (2020)は、結婚が健康に及ぼす影響を検証している。この分析の結果、結婚によって

主観的健康度が改善することがわかった。この背景には、結婚後に喫煙本数の減少といった

生活習慣の改善が影響を及ぼしていた。また、男性の方が女性よりも多くの健康指標で改善

することがわかっている。馬場ほか(2003)は、結婚とメンタルヘルスの関係を検証し、既婚

者ほどメンタルヘルスが良好であることを明らかにした。以上の研究結果から、日本におい

ても結婚によって主観的厚生や健康が改善すると考えられるが、夫婦関係の良し悪しまで

考慮した分析はほとんどないと言える。 

 

3 データ 

今回の分析で使用する JPSC は、第 1 回目の 1993 年時点における 24 歳～34 歳の若年女

性 1500 名を調査対象としており、毎年調査を実施している。本稿で利用できるのは第 25

回目調査の 2017 年までとなっており、分析では全期間のデータを使用する。なお、1997 年、
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2003 年、2008 年及び 2013 年の調査において、新規調査サンプルが追加されている。JPSC

では、調査対象者の就学・就業、世帯構成、資産、住居、健康など幅広いトピックをカバー

している。 

 JPSC を利用する最大の利点は、他の日本のデータと比較して、長期にわたって主観的厚

生に関する指標を調査している点にある。JPSC では 1995 年から幸福度を調査している。

この幸福度は「あなたは幸せだと思っていますか。それとも、不幸だと思っていますか。」

といった質問を用いており、回答は「1＝とても幸せ」から「5＝とても不幸」の 5 段階とな

っている。分析では幸福度の値を逆転させ、値が大きいほど幸福度が高くなるよう定義して

いる。 

JPSC は夫婦関係満足度も 1994 年、1995 年、1997 年、1999 年、2001～2017 年で調査

している。夫婦関係満足度は、既婚者に対して「あなたは現在の夫婦関係に満足しています

か。」といった質問を用いており、回答は「1＝非常に満足している」から「5＝まったく満

足していない」の 5 段階となっている。今回の分析では、Chapman and Guven (2016)と同

じく、夫婦関係満足度から 3 つのダミー変数を作成した。夫婦関係満足度が「１＝非常に満

足」、「２＝まあまあ満足」となる場合に１となる夫婦関係に「満足」ダミー、夫婦関係満足

度が「３＝ふつう」の場合に１となる夫婦関係は「普通」ダミー、そして、夫婦関係満足度

が「４＝あまり満足していない」、「５＝まったく満足していない」の場合に１となる夫婦関

係に「不満」ダミーを作成し、分析に使用する。これら夫婦関係満足度ダミーは既婚者のみ

に観察される変数であり、有配偶ダミーを 3 つの変数に分割したものとなっている。夫婦

関係満足度ダミーのレファレンスグループは、未婚者である。なお、配偶状態に関しては離

婚ダミーも活用し、夫婦関係満足度ダミーとの相対的な大きさの違いを検証する。 

 長期にわたって主観的厚生を調査している利点に対して、JPSC の限界は、女性のみを調

査対象としており、男性を分析できないという点である。ただし、日本において幸福度とい

った主観的厚生と夫婦関係満足度を同時に調査しているパネルデータはほとんど存在しな

いため、今回の分析では JPSC を使用する。なお、男性のサンプルも用いて分析している

Chapman and Guven (2016)や Grossbard and Mukhopadhyay (2013)の結果を見ると、夫婦

関係の満足度が主観的厚生に及ぼす影響は男女間で大きな差が観察されていなかった。 

 今回の分析では、既婚及び未婚の女性を分析対象とする。分析では被説明変数として幸福

度、説明変数として既婚女性が回答する夫婦関係満足度、離婚ダミー、そして、個人属性を

使用する。これら使用する変数の欠損値を除外した結果、分析対象は 2,283 人の女性とな

り、全期間で 22,102 の観測数となった。 

 

4 推計手法 

本論文の目的は、夫婦関係満足度が女性の主観的厚生に及ぼす影響を定量的に明らかに

することである。分析では以下の誘導型モデルを FE OLS で推計する。 
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𝐻𝑖𝑡 = 𝛽1𝑀𝑄𝑖𝑡 + 𝛽2𝐷𝑖𝑡 + 𝛽3𝑋𝑖𝑡 + 𝑇𝑡 + 𝜇𝑖 + 𝜀𝑖𝑡                  (1) 

 

 𝑖は観察された個人、𝑡は観察時点を示す。𝐻𝑖𝑡は𝑡期の女性の幸福度である。幸福度は「5=

とても幸せ」から「1=とても不幸」で計測し、値が大きいほど幸福度が高いように定義し

た。 

 𝑀𝑄𝑖𝑡は、夫婦関係満足度ダミーであり、夫婦関係に「満足」、「普通」、「不満」の 3 つのダ

ミー変数で構成されている。これらの変数のレファレンスグループは未婚者である。分析で

は、未婚者と比較して、夫婦関係に満足している女性ほど、幸福度が高いのか、また、夫婦

関係に不満を持つ女性ほど、幸福度が低いのかを検証する。この分析で特に注目するのは、

夫婦関係に不満を持つ場合の幸福度への影響であり、もしこの係数が負の値を示すのであ

れば、すべての結婚が幸福度を高めているわけではなく、重要なのは結婚の質であるという

ことになる。 

 𝐷𝑖𝑡は、離婚ダミーであり、分析期間中に離婚を経験した場合に 1 となるダミー変数であ

る。この変数も夫婦関係満足度ダミーと同じく、レファレンスグループは未婚者となってい

る。Clark et al. (2008)の分析結果でも示されるように、離婚は精神的なストレスを伴うた

め、幸福度を低下させると考えられる。この変数で特に注目するのは、夫婦関係満足度ダミ

ーと比較した際の離婚ダミーの相対的な大きさである。もし離婚ダミーよりも夫婦関係に

「不満」ありダミーの負の係数が大きかった場合、夫婦関係に不満を持つ結婚を継続するよ

りも、離婚を選択した方が幸福度への影響が小さいことになる。このような傾向が確認され

るかどうかを検証する。 

 𝑋𝑖𝑡は個人属性であり、年齢、年齢の 2 乗項、主観的健康度、同居する子どもの数、対数

世帯年収、就業形態、同居人数、市郡規模、居住地域ブロックを含む。これらの変数の選択

には、Chapman and Guven (2016)を参考にしている。なお、これらの変数のうち、主観的

健康度は 2002 年以降しか調査していないため、今回の分析期間は 2002 年から 2017 年と

なる。𝑇𝑡は年次ダミーを示しており、各時点におけるマクロ経済の影響をコントロールする

ために使用する。また、𝜇𝑖は観察できない個人効果であり、𝜀𝑖𝑡は誤差項である。今回の分析

では(1)式を FE OLS によって推計するが、その頑健性を確認するためにも、Baetschmann 

et al. (2020)の Fixed Effect (FE) Ordered Logit でも推計する。 

 (1)式の推計には個人間の変動に注目する FE OLS や FE Ordered Logit を使用するため、

分析期間中に変動しない個人効果をコントロールできる。しかし、夫婦関係の満足度と幸福

度の関係を検証する際、個人効果以外に、幸福度から夫婦関係満足度への逆の因果関係の存

在が懸念される。もともと幸福度が高い女性ほど、良好な夫婦関係を築け、満足度も高いと

いった可能性が考えられ、これが推計結果にバイアスをもたらす恐れがある。このような逆

の因果関係に対処するために、被説明変数の幸福度のラグ項を説明変数に追加するといっ

た方法が考えられる。しかし、この方法の場合、被説明変数の幸福度のラグ項が誤差項と相
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関してしまい、推計結果にバイアスをもたらしてしまう。このバイアスに対処するためにも、

本論文では Arellano and Bond (1991)の GMM を使用する。具体的には、説明変数に幸福度

の 1 期及び 2 期前のラグ項を追加し、式全体の差分をとることで分析期間中に変動しない

個人効果を除去し、操作変数を用いた Arellano and Bond (1991)の GMM で推計した。 

 被説明変数の幸福度のラグ項を用いた GMM 以外でも、パネルデータの特徴を生かし、

夫婦関係満足度と幸福度の逆の因果関係に対処した推計を実施した。具体的には、分析期間

の始めの時点において未婚のサンプルに限定し、その初期時点の幸福度を説明変数に加え

た Propensity Score Weighting (PSW)による推計を実施する1。この手法を用いることで、

未婚時点における幸福度が等しいサンプルにおいて、夫婦関係満足度が幸福度に及ぼす影

響を検証できる。Imbens (2015)で指摘されるように、マッチング法を使用する際、アウト

カムとなる変数とトリートメントグループの両方に影響を及ぼす変数を使用することは重

要であり、アウトカム変数のラグ項を説明変数として使用することが有効となる。今回の分

析では Inverse-Probability Weighting (IPW)と Inverse-Probability-Weighted Regression 

Adjustment (IPWRA)を用いて推計するが、トリートメントグループが夫婦関係に「満足」、

「普通」、「不満」といった 3 つであり、コントロールグループは未婚の状態である2。この

ような Multivalued Treatments を分析する場合、Propensity Score Matching (PSM)は使用

できないものの(Abadie and Imbens 2006; 2012)、PSW では推計が可能となっている

(Cattaneo 2010; Imbens 2000;  Wooldridge 2010)。IPW では、各時点における個人属性と

未婚時点における幸福度を説明変数とした Multinomial Logit を推計し、その推計値から逆

確率重みづけを算出し、それを用いて夫婦関係満足度が女性の幸福度に及ぼす影響を検証

する。IPWRA では、IPW と同じく Multinomial Logit を推計し、逆確率重みづけを算出す

るが、さらにその値を用いた Weighted least squares (WLS)を推計する。IPWRA の利点は、

逆確率重みづけによってトリートメントグループとコントロールグループの間の差が十分

に調整できていない場合において、その差を OLS によって追加で調整できる点にある

(Morgan and Todd 2008)。この IPW や IPWRA を使用する際、(1)式の個人属性𝑋𝑖𝑡、年次

ダミー、そして、調査初期時点における未婚サンプルの幸福度を変数として使用するが、ト

リートメントグループとコントロールグループの差が逆確率重みづけによって消失するよ

うに、連続変数をダミー変数に変換した3。また、各サンプルがどの時点から調査されてい

                                                   
1 JPSC には 1993 年、1997 年、2003 年、2008 年、そして、2013 年の各時点から調査されているコーホ

ートが存在する。説明変数の主観的健康度が 2002 年以降からしか存在しないため、分析期間は 2002-

2017 年となる。このため、調査初期時点における未婚サンプルは、1993 年と 1997 年から調査されてい

るコーホートは、2002 年時点において未婚のサンプルとなり、これ以降のコーホートは、その調査開始

時点において未婚のサンプルとなる。 

2 分析期間の始めの時点において未婚のサンプルに限定したため、離婚サンプルの数が 32 件と非常に少

なくなった。このため、PSW を用いた分析では離婚を除外して分析している。 

3 年齢とその 2 乗項は、年齢ダミー(29 歳以下、30-34 歳、35-39 歳、40 歳以上)へと変換し、対数世帯年

収は世帯年収の第 6 分位ダミーに、そして、同居人数は同居人数ダミー(0 人、1-3 人、4 人以上)へと変換
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るのかを示すコーホートダミーも説明変数に追加した。 

 

表 1 基本統計量 

 

出典：1993 年から 2017 年までの JPSC を用い、筆者作成。 

 

 表 1 は、推計に使用した変数の基本統計量である。表 1 の結果から、サンプルに占める

有配偶者の比率は約 67%であり、このうち、夫婦関係に満足している比率は約 31%、夫婦

関係が普通である比率は約 24%、そして、夫婦関係に不満を持つ比率は約 12%となってい

た4。これに対して離婚者の比率は小さく、約 0.7%であった。また、未婚者の割合は約 32%

                                                   

した。 

4夫婦関係満足は結婚期間中に応じて変化する可能性が高く、その変化を実際に検証した結果を Appendix 

1 に掲載した。この Appendix 1 の図では、結婚期間に応じて夫婦関係の「満足」、「普通」、「不満」の構

成比の変化を見ているが、結婚期間が長くなるにつれて、「満足」の比率が低下し、「普通」の比率が増加

平均値 標準偏差

幸福度 3.747 0.880

既婚 0.671 0.470

夫婦関係満足度 満足 0.308 0.462

普通 0.244 0.430

不満 0.118 0.323

離婚 0.007 0.086

未婚 0.322 0.467

年齢 37.525 7.822

年齢の２乗項 1469.345 613.105

主観的健康度 良い 0.474 0.499

普通 0.377 0.485

悪い 0.149 0.356

子どもの数 1.381 0.945

対数世帯年収 6.399 0.604

就業形態 正規雇用 0.300 0.458

非正規雇用 0.344 0.475

自営業他 0.072 0.259

無業 0.284 0.451

同居人数 2.717 1.464

市郡規模 都区および政令指定都市 0.286 0.452

その他の市 0.621 0.485

町村 0.093 0.290

サンプルサイズ 22,102
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となっている。 

 表 2 は IPW 及び IPWRA の逆確率重みづけによって、トリートメントグループとコント

ロールグループの各変数の差が消失したかどうかを Standardized differences によって検証

したものである。表 2 では、夫婦関係に「満足」、「普通」、「不満」といった 3 つのトリート

メントグループごとに、逆確率重みづけの前後で Standardized differences がどのように変

化したのかを示している。なお、Normand et al. (2001)で指摘されるように、明確な基準は

ないものの、Standardized differences が 0.1 以下となる場合にトリートメントグループと

コントロールグループの差が無視できるものだと判断されることが多い。この基準で判断

すると、ほとんどすべての変数においてグループ間の差が消失していると判断できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   

していた。「不満」の比率も増加するが、大きく増えるわけではなく、約 20%台で推移していた。これら

の結果から、新婚当初は夫婦関係に満足しているが、その後徐々に夫婦関係を普通と評価するように変化

していくと考えられる。Appendix 2 の表では 10 年間継続して回答する既婚女性のうち、継続して夫婦関

係に満足している割合を示している。これを見ると、10 年間連続して夫婦関係に満足している女性の比

率は約 13%であり、持続的に夫婦関係に満足することの難しさを示している。また、夫婦関係満足の決

定要因について分析した永井(2005)や山口(2007)は、子どもを持つことによって夫婦関係満足度が低下す

ることを指摘している。実際にこの点を検証したのが Appendix 3 の図である。この図では第 1 子出産前

後の夫婦関係に満足している比率を示している。この図を見ると、第 1 子出産後に持続的に夫婦関係に満

足している比率が低下しており、出産を機に夫婦関係が悪化する可能性があることを示している。

Appendix 3 が示すように、出産を機に夫婦関係が悪化するため、その影響により子どもの有無で幸福度

に差が生じる可能性が高い。実際に Appendix 4 で子どもの有無別に幸福度の平均値を見ると、やはり子

どものいない場合よりも、子どものいる既婚女性の幸福度が低かった。しかし、Appendix 5 で子どもの

有無と夫婦関係満足度別に幸福度の平均値を見ると、必ずしも子どものいる場合の幸福度が低くなってい

るわけではなかった。夫婦関係満足度が「普通」や「不満」の場合、子どもがいる女性の幸福度の方が高

くなっていた。また、Appendix 5 の結果は、夫婦関係満足度の水準によって幸福度に大きな差が生まれ

ることを示しており、子どもの有無よりも夫婦関係満足度が幸福度に大きな影響を及ぼす可能性を示唆し

ている。ただし、夫婦関係満足度と子どもの有無は相互に関連しあうため、Appendix 5 の結果は慎重に

解釈する必要がある。 
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表 2  IPW 及び IPWRA による Standardized differences の変化 

 

夫婦関係満足度：不満(サンプルサイズ=294)

ウェイトなし ウェイトあり ウェイトなし ウェイトあり ウェイトなし ウェイトあり ウェイトなし ウェイトあり

調査初年度の幸福度 0.251 -0.003 0.251 -0.003

年齢 30-34歳 -0.026 1.133 0.128 -0.012 0.128 -0.026 0.128 -0.012

35-39歳 0.432 0.024 0.432 0.015 0.432 0.024 0.432 0.015

40歳以上 0.132 -0.002 0.132 -0.008 0.132 -0.002 0.132 -0.008

主観的健康度 良い -0.111 0.040 -0.111 0.041 -0.111 0.040 -0.111 0.041

悪い -0.006 0.006 -0.006 0.001 -0.006 0.006 -0.006 0.001

世帯年収 第2分位 0.194 -0.021 0.194 -0.015 0.194 -0.021 0.194 -0.015

第3分位 0.250 0.022 0.250 0.018 0.250 0.022 0.250 0.018

第4分位 0.232 0.027 0.232 0.019 0.232 0.027 0.232 0.019

第5分位 0.101 -0.003 0.101 0.008 0.101 -0.003 0.101 0.008

第6分位 -0.452 0.003 -0.452 0.002 -0.452 0.003 -0.452 0.002

就業形態 非正規雇用 0.107 0.038 0.107 0.041 0.107 0.038 0.107 0.041

自営業他 0.035 -0.027 0.035 -0.035 0.035 -0.027 0.035 -0.035

無業 0.478 0.005 0.478 0.001 0.478 0.005 0.478 0.001

同居人数 0人 -0.603 -0.001 -0.603 -0.001 -0.603 -0.001 -0.603 -0.001

4人以上 0.057 0.054 0.057 0.056 0.057 0.054 0.057 0.056

市郡規模 都区および政令指定都市 0.090 0.023 0.090 0.012 0.090 0.023 0.090 0.012

町村 -0.112 0.013 -0.112 0.022 -0.112 0.013 -0.112 0.022

コーホート コーホートA(93年から調査) -0.471 0.009 -0.471 0.004 -0.471 0.009 -0.471 0.004

コーホートB(97年から調査) 0.197 -0.026 0.197 -0.033 0.197 -0.026 0.197 -0.033

コーホートD(08年から調査) -0.026 -0.027 -0.026 -0.011 -0.026 -0.027 -0.026 -0.011

コーホートE(13年から調査) -0.365 0.000 -0.365 0.002 -0.365 0.000 -0.365 0.002

夫婦関係満足度：普通(サンプルサイズ=649)

ウェイトなし ウェイトあり ウェイトなし ウェイトあり ウェイトなし ウェイトあり ウェイトなし ウェイトあり

調査初年度の幸福度 0.204 0.049 0.204 0.049

年齢 30-34歳 0.184 0.003 0.184 0.021 0.184 0.003 0.184 0.021

35-39歳 0.522 0.038 0.522 0.027 0.522 0.038 0.522 0.027

40歳以上 -0.056 -0.038 -0.056 -0.047 -0.056 -0.038 -0.056 -0.047

主観的健康度 良い -0.012 0.042 -0.012 0.041 -0.012 0.042 -0.012 0.041

悪い -0.107 0.022 -0.107 0.015 -0.107 0.022 -0.107 0.015

世帯年収 第2分位 0.211 0.007 0.211 0.010 0.211 0.007 0.211 0.010

第3分位 0.186 0.033 0.186 0.029 0.186 0.033 0.186 0.029

第4分位 0.058 0.037 0.058 0.026 0.058 0.037 0.058 0.026

第5分位 0.102 -0.009 0.102 0.008 0.102 -0.009 0.102 0.008

第6分位 -0.244 0.032 -0.244 0.030 -0.244 0.032 -0.244 0.030

就業形態 非正規雇用 0.071 0.019 0.071 0.020 0.071 0.019 0.071 0.020

自営業他 0.038 -0.071 0.038 -0.090 0.038 -0.071 0.038 -0.090

無業 0.586 0.025 0.586 0.018 0.586 0.025 0.586 0.018

同居人数 0人 -0.625 -0.052 -0.625 -0.055 -0.625 -0.052 -0.625 -0.055

4人以上 0.035 0.019 0.035 0.018 0.035 0.019 0.035 0.018

市郡規模 都区および政令指定都市 0.096 0.028 0.096 0.013 0.096 0.028 0.096 0.013

町村 -0.202 0.032 -0.202 0.050 -0.202 0.032 -0.202 0.050

コーホート コーホートA(93年から調査) -0.436 -0.027 -0.436 -0.039 -0.436 -0.027 -0.436 -0.039

コーホートB(97年から調査) 0.142 -0.018 0.142 -0.028 0.142 -0.018 0.142 -0.028

コーホートD(08年から調査) -0.059 -0.007 -0.059 0.014 -0.059 -0.007 -0.059 0.014

コーホートE(13年から調査) -0.378 -0.010 -0.378 -0.004 -0.378 -0.010 -0.378 -0.004

夫婦関係満足度：満足(サンプルサイズ=1,537)

ウェイトなし ウェイトあり ウェイトなし ウェイトあり ウェイトなし ウェイトあり ウェイトなし ウェイトあり

調査初年度の幸福度 0.489 0.034 0.489 0.034

年齢 30-34歳 0.267 -0.039 0.267 -0.020 0.267 -0.039 0.267 -0.020

35-39歳 0.396 0.033 0.396 0.024 0.396 0.033 0.396 0.024

40歳以上 -0.218 0.001 -0.218 -0.011 -0.218 0.001 -0.218 -0.011

主観的健康度 良い 0.433 0.064 0.433 0.069 0.433 0.064 0.433 0.069

悪い -0.340 -0.015 -0.340 -0.016 -0.340 -0.015 -0.340 -0.016

世帯年収 第2分位 0.156 -0.057 0.156 -0.055 0.156 -0.057 0.156 -0.055

第3分位 0.295 0.030 0.295 0.025 0.295 0.030 0.295 0.025

第4分位 0.263 0.034 0.263 0.042 0.263 0.034 0.263 0.042

第5分位 0.061 0.051 0.061 0.049 0.061 0.051 0.061 0.049

第6分位 -0.296 0.087 -0.296 0.079 -0.296 0.087 -0.296 0.079

就業形態 非正規雇用 -0.030 0.027 -0.030 0.017 -0.030 0.027 -0.030 0.017

自営業他 -0.002 -0.051 -0.002 -0.044 -0.002 -0.051 -0.002 -0.044

無業 0.518 0.008 0.518 0.007 0.518 0.008 0.518 0.007

同居人数 0人 -0.623 -0.047 -0.623 -0.044 -0.623 -0.047 -0.623 -0.044

4人以上 -0.106 0.091 -0.106 0.089 -0.106 0.091 -0.106 0.089

市郡規模 都区および政令指定都市 0.011 0.041 0.011 0.038 0.011 0.041 0.011 0.038

町村 -0.037 0.022 -0.037 0.026 -0.037 0.022 -0.037 0.026

コーホート コーホートA(93年から調査) -0.478 0.047 -0.478 0.038 -0.478 0.047 -0.478 0.038

コーホートB(97年から調査) 0.018 -0.065 0.018 -0.087 0.018 -0.065 0.018 -0.087

コーホートD(08年から調査) 0.001 -0.055 0.001 -0.036 0.001 -0.055 0.001 -0.036

コーホートE(13年から調査) -0.216 -0.012 -0.216 0.007 -0.216 -0.012 -0.216 0.007

IPW IPWRS

Standardized differences

Standardized differences

Standardized differences

IPW IPWRS

IPW IPWRS
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注 1：分析対象サンプルの合計は、8,691 であり、コントロールグループである未婚サンプルの数は 6,211、

トリートメントグループの夫婦関係に「満足」の数は 1,537、「普通」の数は 649、「不満」の数は 294 とな

っている。 

出典：1993 年から 2017 年までの JPSC を用い、筆者作成。 

 

図 1 既婚女性、未婚女性、離婚を経験した女性の幸福度の平均値 

 

出典：1993 年から 2017 年までの JPSC を用い、筆者作成。 

 

 図 1 は配偶状態別の女性の幸福度の平均値を示している。これを見ると、既婚女性の幸

福度が最も高く、次いで未婚女性、離婚を経験した女性となっていた。この結果から、結婚

している女性ほど幸福度が高く、離婚を経験した女性ほど幸福度が低くなると言える。次に、

図 2 は既婚女性を夫婦関係満足度別に分割した場合の幸福度の平均値を示している。これ

を見ると、夫婦関係に「満足」している既婚女性の幸福度が最も高く、夫婦関係に「不満」

を持つ既婚女性の幸福度が大きく低下していた。特に注目されるのは、夫婦関係に「不満」

を持つ既婚女性の幸福度が未婚女性や離婚を経験した女性よりも低くなっている点である。

この結果は、結婚しているすべての女性の幸福度が高いというわけではなく、不満のある結

婚生活をおくっている女性は、未婚女性や離婚を経験した女性よりも幸福度が低くなって

いることを意味する。なお、夫婦関係が「普通」の既婚女性の幸福度を見ると、未婚女性と

ほぼ同じ水準となっていた。 
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図 2 夫婦関係満足度別の既婚女性、未婚女性、離婚を経験した女性の幸福度の平均値 

 

出典：1993 年から 2017 年までの JPSC を用い、筆者作成。 

 

5 推計結果 

5.1 FE OLS と FE ordered Logit による推計結果 

 表 3 は FE OLS による推計結果を示している。第 1 列目と第 2 列目は、既婚ダミーと離

婚ダミーを用いた分析であり、第 3 列目と第 4 列目は、夫婦関係満足度ダミーと離婚ダミ

ーを用いた分析となっている。まず、第 1 列目と第 2 列目の結果を見ると、既婚ダミーは

有意に正の係数を示していた。この結果は、既婚女性ほど幸福度が未婚女性よりも高いこと

を意味しており、先行研究と一致している。これに対して、離婚ダミーは負の係数を示すも

のの、有意な値となっていなかった。 

 次に第 3 列目と第 4 列目の結果を見ると、夫婦関係に「満足」ダミーは有意に正に、そし

て、夫婦関係に「不満」ダミーは有意に負の値を示していた。この結果は、夫婦関係に満足

している既婚女性ほど、未婚女性よりも幸福度が高いことを意味する。また、夫婦関係に不

満がある既婚女性の場合、未婚女性よりも幸福度が低いことを意味している。これに対して、

夫婦関係が「普通」ダミーは有意な値を示しておらず、未婚女性と幸福度に差が生じていな

いという結果となっていた。これらの結果は、おおむね Chapman and Guven (2016)と整合

的であり、日本においても夫婦関係の良し悪しが重要であることを示している。 
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表 3 FE OLS による推計結果 

 

注 1)：***、**、*はそれぞれ推定された係数が 1％、5％、10％水準で有意であるのかを示す。 

注 2)：()内の値は不均一分散に対して頑健な標準誤差を示す。 

出典：1993 年から 2017 年までの JPSC を用い、筆者作成。 

 

 

(1) (2) (3) (4)

既婚ダミー 0.100*** 0.104***

(0.034) (0.034)

夫婦関係満足度ダミー 満足 0.425*** 0.412***

(0.027) (0.028)

普通 -0.006 0.004

(0.029) (0.029)

不満 -0.653*** -0.624***

(0.036) (0.036)

離婚ダミー -0.065 -0.062 -0.157** -0.131**

(0.067) (0.065) (0.066) (0.064)

年齢 -0.047 -0.040

(0.030) (0.028)

年齢の２乗項 0.000*** 0.000***

(0.000) (0.000)

主観的健康度 良い 0.216*** 0.175***

(ref=普通) (0.013) (0.012)

悪い -0.226*** -0.183***

(0.021) (0.019)

子どもの数 -0.016 0.030*

(0.018) (0.015)

対数世帯年収 0.044** 0.060***

(0.017) (0.016)

就業形態ダミー 非正規雇用 -0.009 -0.002

(ref=正規雇用) (0.024) (0.022)

自営業他 -0.053 -0.062*

(0.043) (0.037)

無業 0.074*** 0.036

(0.028) (0.024)

同居人数 -0.030*** -0.029***

(0.011) (0.010)

市郡規模 都区および政令指定都市 -0.030 -0.012

(ref=その他の市) (0.038) (0.035)

町村 -0.066* -0.081**

(0.037) (0.032)

定数項 3.824*** 4.609*** 3.819*** 4.223***

(0.056) (0.875) (0.049) (0.836)

推計方法 FE OLS FE OLS FE OLS FE OLS

R2 0.018 0.059 0.170 0.196

サンプルサイズ 22,102 22,102 22,102 22,102
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表 4 女性の年齢別、学歴別にサンプルを分割した場合の FE OLS による推計結果 

 
注 1)：***、**、*はそれぞれ推定された係数が 1％、5％、10％水準で有意であるのかを示す。 

注 2)：()内の値は不均一分散に対して頑健な標準誤差を示す。 

出典：1993 年から 2017 年までの JPSC を用い、筆者作成。 

 

また、離婚ダミーを見ると、負に有意な値となっており、未婚女性よりも離婚を経験した

女性の幸福度が低くなることを示していた。各係数の大きさに注目すると、夫婦関係に「満

足」ダミーは既婚ダミーの約 4 倍となっており、幸福度を大きく引き上げる結果となって

いる。また、夫婦関係に「不満」ダミーと離婚ダミーを比較すると、係数の絶対値は夫婦関

係に「不満」ダミーの方が約 4 倍以上大きかった。これは、夫婦関係に不満のある女性の場

合、離婚を経験した女性よりも大きな幸福度の低下に直面することを意味する。この結果は、

夫婦関係満足度と健康の関係を分析した Lawrence et al. (2019)と整合的であり、夫婦関係

に不満がある結婚の負の影響の深刻さを示している。 

 個人属性の推計結果を見ると、おおむね先行研究と同じ結果を示していた。年齢の 2 乗

項は正の係数であり、幸福度と年齢の関係が U 字型になっていることを示していた。また、

(1) (2) (3) (4) (5)

29歳以下 30-39歳 40歳以上 高卒以下 専門・短大以上

夫婦関係満足度ダミー 満足 0.425*** 0.361*** 0.343*** 0.459*** 0.377***

(0.075) (0.042) (0.087) (0.048) (0.035)

普通 -0.047 -0.034 -0.004 0.028 -0.015

(0.084) (0.043) (0.085) (0.048) (0.038)

不満 -0.738*** -0.638*** -0.581*** -0.633*** -0.613***

(0.103) (0.052) (0.089) (0.056) (0.047)

離婚ダミー 0.060 -0.204** -0.076 -0.148* -0.106

(0.273) (0.082) (0.099) (0.083) (0.101)

年齢 0.281 -0.048 -0.006 -0.042 -0.031

(0.293) (0.071) (0.064) (0.041) (0.040)

年齢の２乗項 -0.006 -0.000 0.000 0.001*** 0.000

(0.005) (0.001) (0.000) (0.000) (0.000)

主観的健康度 良い 0.207*** 0.161*** 0.143*** 0.169*** 0.179***

(ref=普通) (0.031) (0.017) (0.019) (0.017) (0.016)

悪い -0.242*** -0.193*** -0.113*** -0.152*** -0.211***

(0.053) (0.031) (0.027) (0.027) (0.026)

子どもの数 -0.006 0.001 0.041 0.030 0.028

(0.051) (0.025) (0.028) (0.022) (0.021)

対数世帯年収 0.004 0.019 0.086*** 0.053** 0.066***

(0.035) (0.025) (0.026) (0.021) (0.024)

就業形態ダミー 非正規雇用 0.031 -0.012 -0.041 -0.018 0.009

(ref=正規雇用) (0.052) (0.034) (0.045) (0.037) (0.027)

自営業他 0.087 -0.027 -0.113* -0.099* -0.029

(0.118) (0.048) (0.069) (0.055) (0.050)

無業 0.102* 0.026 -0.008 0.018 0.049*

(0.059) (0.036) (0.050) (0.041) (0.029)

同居人数 -0.021 -0.014 -0.041** -0.019 -0.038***

(0.022) (0.015) (0.020) (0.013) (0.014)

市郡規模 都区および政令指定都市 -0.016 -0.038 0.013 -0.087 0.003

(ref=その他の市) (0.089) (0.056) (0.086) (0.071) (0.040)

町村 -0.121 -0.147*** -0.017 -0.050 -0.101**

(0.088) (0.051) (0.060) (0.047) (0.044)

定数項 0.529 5.141*** 3.437* 4.012*** 4.167***

(3.974) (1.451) (2.069) (1.236) (1.148)

推計方法 FE OLS FE OLS FE OLS FE OLS FE OLS

R2 0.140 0.196 0.156 0.206 0.192

サンプルサイズ 3,973 9,533 8,596 9,455 12,647
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主観的健康度が良好であるほど幸福度が高く、逆に主観的健康度が悪いほど幸福度は低く

なっていた。さらに、対数世帯年収が高いほど、同居人の数が多いほど、幸福度が低下して

いた。 

 表 4 は女性の年齢別、学歴別にサンプルを分割した場合の FE OLS による推計結果であ

る。表 4 の第 1 列目は 29 歳以下の女性、第 2 列目は 30-39 歳の女性、そして、第 3 列目は

40 歳以上の女性の結果を示している。また、表 4 の第 4 列目は高卒以下の学歴の女性の結

果であり、第 5 列目は専門・短大卒以上の女性の結果となっている。 

 表 4 の第 1 列目から第 3 列目までの結果を見ると、いずれの場合でも夫婦関係に「満足」

ダミーは正に有意に、そして、夫婦関係に「不満」ダミーは負に有意な値を示していた。係

数の大きさに注目すると、年齢が上がるごとにやや小さくなる傾向が見られた。これらの結

果から、夫婦関係満足度の影響は年齢が異なっても依然として存在し続けるが、その大きさ

はやや小さくなる傾向にあると言える。表 4 の第 4 列目と第 5 列目の結果を見ると、いず

れの場合でも夫婦関係に「満足」ダミーは正に有意に、そして、夫婦関係に「不満」ダミー

は負に有意であるが、係数の大きさに明確な違いは見られなかった。この結果から、女性の

学歴によって、夫婦関係満足度の及ぼす影響は大きく変化しないと言える。 

 表 5 は、表 3 の推計結果の頑健性を確認するために実施した FE Ordered Logit の推計結

果である。表中の値はオッズ比を示しており、値が 1 よりも大きければ幸福度が増加し、値

が 1 よりも小さければ幸福度が低下することを示す。表 5 の第 1 列目と第 2 列目の結果を

見ると、既婚ダミーは正に有意であり、離婚ダミーはオッズ比が 1 よりも小さいものの、有

意ではなかった。この結果は既婚女性ほど幸福度が高いことを示し、表 3 の結果と整合的

だと言える。次に表 5 の第 3 列目と第 4 列目の結果を見ると、夫婦関係に「満足」ダミー

は有意であり、オッズ比も 1 より大きかった。また、夫婦関係に「不満」ダミーや離婚ダミ

ーも有意であり、オッズ比は 1 より小さかった。これらの結果は、夫婦関係に満足している

既婚女性ほど幸福度が高く、逆に夫婦関係に不満のある既婚女性や離婚を経験した女性ほ

ど幸福度が低くなることを意味する。夫婦関係に「不満」ダミーと離婚ダミーのオッズ比を

比較すると、夫婦関係に「不満」ダミーの方が小さくなっているため、離婚よりも夫婦関係

への不満がより幸福度を低下させると考えられる。これらの結果は表 3 と整合的である。

以上の結果から、FE Ordered Logit を用いても FE OLS と整合的な結果が得られており、

表 3 の結果が信頼できるものだと考えられる。 

 以上の結果を整理すると、次の 3 点が明らかになった。1 点目は、欧米のデータを用いた

先行研究と同じく、既婚女性の幸福度の方が未婚女性よりも高かった。2 点目は、夫婦関係

に満足している既婚女性ほど、未婚女性よりも幸福度が高くなっていた。また、夫婦関係に

不満がある既婚女性の幸福度は、未婚女性や離婚を経験した女性よりも低くなっていた。こ

れらの結果は、すべての既婚女性が未婚女性よりも幸せであるというわけでなく、夫婦関係

によっては未婚の方が幸せな場合もあることを示している。3 点目は、女性の年齢別の分析

の結果、20 代、30 代、40 代と年齢が上がるにつれて、夫婦関係満足度の影響が緩やかに減
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少していた。学歴別の分析もおこなったが、学歴間による明確な違いは確認されなかった。 

 

表 5 FE Ordered Logit による推計結果 

 

注 1)：***、**、*はそれぞれ推定された値が 1％、5％、10％水準で有意であるのかを示す。 

注 2)：()内の値は不均一分散に対して頑健な標準誤差を示す。 

注 3)：表中の値はオッズ比を示している。 

出典：1993 年から 2017 年までの JPSC を用い、筆者作成。 

 

(1) (2) (3) (4)

既婚ダミー 1.358*** 1.388***

(0.159) (0.165)

夫婦関係満足度ダミー 満足 7.838*** 7.663***

(0.872) (0.896)

普通 0.919 0.933

(0.103) (0.108)

不満 0.095*** 0.099***

(0.012) (0.013)

離婚ダミー 0.866 0.824 0.558*** 0.577***

(0.165) (0.158) (0.117) (0.120)

年齢 0.860 0.840

(0.101) (0.108)

年齢の２乗項 1.001** 1.002***

(0.001) (0.001)

主観的健康度 良い 2.301*** 2.178***

(ref=普通) (0.113) (0.109)

悪い 0.496*** 0.553***

(0.034) (0.038)

子どもの数 0.889* 1.082

(0.062) (0.069)

対数世帯年収 1.155** 1.256***

(0.066) (0.072)

就業形態ダミー 非正規雇用 0.971 1.009

(ref=正規雇用) (0.085) (0.087)

自営業他 0.834 0.798

(0.128) (0.120)

無業 1.398*** 1.264**

(0.142) (0.122)

同居人数 0.902*** 0.883***

(0.036) (0.034)

市郡規模 都区および政令指定都市 0.887 0.947

(ref=その他の市) (0.127) (0.144)

町村 0.790* 0.722**

(0.110) (0.099)

推計方法 FE Ologit FE Ologit FE Ologit FE Ologit

対数尤度 -12673.515 -12134.153 -10647.095 -10286.370

サンプルサイズ 22,102 22,102 22,102 22,102
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表 6 GMM による推計結果 

 

注 1)：***、**、*はそれぞれ推定された値が 1％、5％、10％水準で有意であるのかを示す。 

注 2)：()内の値は標準誤差を示す。 

出典：1993 年から 2017 年までの JPSC を用い、筆者作成。 

 

(1) (2) (3) (4)

1期前の幸福度 0.236*** 0.228*** 0.190*** 0.186***

(0.019) (0.018) (0.018) (0.016)

2期前の幸福度 0.083*** 0.079*** 0.066*** 0.064***

(0.013) (0.013) (0.012) (0.012)

既婚ダミー 0.015 0.002

(0.050) (0.052)

夫婦関係満足度ダミー 満足 0.225*** 0.219***

(0.048) (0.049)

普通 -0.110** -0.102**

(0.049) (0.050)

不満 -0.642*** -0.629***

(0.052) (0.053)

離婚ダミー 0.131* 0.104 -0.046 -0.049

(0.075) (0.075) (0.070) (0.071)

年齢 -0.027 -0.027

(0.023) (0.022)

年齢の２乗項 0.000* 0.000**

(0.000) (0.000)

主観的健康度 良い 0.139*** 0.118***

(ref=普通) (0.017) (0.016)

悪い -0.174*** -0.151***

(0.024) (0.023)

子どもの数 -0.027 0.010

(0.029) (0.027)

対数世帯年収 0.002 0.002

(0.023) (0.022)

就業形態ダミー 非正規雇用 0.050 0.062*

(ref=正規雇用) (0.035) (0.033)

自営業他 0.043 0.027

(0.058) (0.055)

無業 0.072* 0.061*

(0.038) (0.035)

同居人数 -0.003 -0.003

(0.017) (0.016)

市郡規模 都区および政令指定都市 0.011 0.028

(ref=その他の市) (0.064) (0.061)

町村 -0.175** -0.153**

(0.072) (0.068)

推計方法 GMM GMM GMM GMM

Sargan test 0.310 0.198 0.378 0.287

Arellano-Bond test: AR(2) 0.096 0.161 0.244 0.322

サンプルサイズ 12,295 12,295 12,295 12,295
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5.2 GMM による推計結果 

 表 6 は Arellano and Bond (1991)の GMM による推計結果を示している。いずれの場合

でも 1 期及び 2 期前の幸福度を説明変数に追加している。GMM による推計の場合、過剰

識別制約テスト(Sargan test)と系列相関に関する検定を行う必要がある。前者の Sargan test

の結果であるが、第 1 列目は 5%水準で、第 2、3、4 列目は 10%水準で過剰識別制約が満

たされていた。また、2 階の系列相関に関する検定の結果、系列相関がないという帰無仮説

が支持される結果となっている。 

表 6 の推計結果のうち、第 1 列目と第 2 列目の結果を見ると、1 期及び 2 期前の幸福度

はいずれも正に有意であり、過去の幸福度と現在の幸福度が正の相関を持つことを示して

いた。既婚ダミーを見ると、係数は正であるものの、有意な値を示していなかった。この結

果は表 3 や表 5 と異なっており、背景には 1 期及び 2 期前の幸福度を説明変数に追加した

ことが影響を及ぼしていると考えられる。幸福度のラグ項を追加することによって、幸福度

から結婚への逆の因果関係がコントロールされ、その結果、係数が有意でなくなった可能性

がある。この結果は、もともと幸福度が高い人ほど結婚し、その影響を既婚ダミーが捉えて

いた可能性があることを示唆する。これに対して、離婚ダミーを見ると、第 1 列目では正に

有意であったが、個人属性を説明変数に追加した第 2 列目では、有意な値を示していなか

った。 

表 6 の第 3 列目と第 4 列目の結果を見ると、1 期及び 2 期前の幸福度はいずれも正に有

意な値を示していた。夫婦関係満足度ダミーを見ると、「満足」ダミーは正に有意な値を示

し、「普通」及び「不満」ダミーは負に有意な値を示していた。「満足」ダミーと「不満」ダ

ミーの係数はこれまでの推計結果と同じ傾向を示していたが、GMM の推計では新たに「普

通」ダミーも負に有意となっていた。この結果は、GMM によって幸福度と夫婦関係満足度

の逆の因果関係を考慮すると、夫婦関係満足度が普通であったとしても、未婚者より幸福度

が低くなることを意味する。おそらく、もともと幸福度が高い女性ほど夫婦関係満足度も普

通となりやすく、この関係が推計結果にバイアスをもたらしていたためだと考えられる。ま

た、夫婦関係満足度の「満足」ダミーと「不満」ダミーの係数の大きさを見ると、表 3 の結

果と比較して、「不満」ダミーはほぼ変わらないものの、「満足」ダミーは約半分程度まで小

さくなっていた。この結果は、幸福度と夫婦関係満足度の逆の因果関係によって、推計結果

に上方バイアスが発生した可能性があることを示している。最後に離婚ダミーの係数を見

ると、有意な値を示していなかった5。 

                                                   
5 離婚ダミーが有意な値を示さなくなった背景には、2 つの原因が考えられる。1 つ目は GMM による幸

福度のラグ項を追加したことによって影響を受け、有意水準が低下した可能性である。2 つ目は、幸福度

のラグ項を使用することによるサンプルサイズの減少である。これら 2 つの可能性を検証するために、

GMM と同じサンプルで FE OLS を推計し、離婚ダミーの係数がどのように変化するのかを確認した。も

し幸福度のラグ項を使用しない FE OLS で離婚ダミーが負に有意な値を示した場合、GMM による推計が
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以上の結果をまとめると、夫婦関係に満足している女性ほど幸福度が高く、夫婦関係が普

通である女性や不満のある女性ほど幸福度が低くなっていた。GMM による推計で特に注

目されるのは、係数の変化であり、夫婦関係に「満足」ダミーの係数が小さくなり、「普通」

ダミーの係数が負に有意となっていた。この結果は、夫婦関係満足度ダミーに上方バイアス

が発生していた可能性を示している6。これら変数の上方バイアスを考慮しても、夫婦関係

満足度、特に夫婦関係への不満は幸福度に大きな負の影響を及ぼしているため、すべての結

婚が幸福度の向上につながるわけではないと言える。また、Chapman and Guven (2016)は

夫婦関係満足度と幸福度の関係を検証する際、主に Pooled OLS を使用しているため、本稿

の結果と同じく上方バイアスが発生している可能性がある。 

 

5.3 IPW 及び IPWRA による推計結果 

 表 7 は IPW と IPWRA といったマッチング法による推計結果を示している。第 1 列目と

第 2 列目は IPW による推計結果であり、第 2 列目では逆確率重みづけを算出する際に調査

初年度の未婚者の幸福度も追加している。また、第 3 列目と第 4 列目は IPWRA による推

計結果であり、第 4 列目では逆確率重みづけを算出する際に調査初年度の未婚者の幸福度

も追加している。 

表 7 の第 1 列目の結果を見ると、夫婦関係に「満足」ダミーと「普通」ダミーは正に有意

であり、夫婦関係に「不満」ダミーは負に有意となっていた。しかし、調査初年度の未婚者

の幸福度を使用した第 2 列目の結果を見ると、夫婦関係の「普通」ダミーは有意ではなくな

り、夫婦関係に「満足」ダミーの係数はやや小さくなっていた。これらの結果から、結婚前

の時点における幸福度は、結婚後の夫婦関係満足度に影響を及ぼしており、上方バイアスを

もたらす原因となっている可能性がある。以上の点を考慮しても、夫婦関係に満足している

女性ほど幸福度が高く、逆に夫婦関係に不満のある女性ほど幸福度が低くなる傾向は依然

として存在しており、これまでの結果と整合的だと言える。表 7 の第 3 列目と第 4 列目の

結果は、基本的には第 1 列目と第 2 列目の結果と同じであり、調査初年度の未婚者の幸福

度を考慮しても、夫婦関係に満足している女性ほど幸福度が高く、夫婦関係に不満のある女

性ほど幸福度が低くなっていた。 

                                                   

離婚ダミーの係数が変化した原因だと考えられる。これに対して、もし幸福度のラグ項を使用しない FE 

OLS で離婚ダミーが有意ではなかった場合、サンプルサイズの減少が係数の変化の原因となっている可

能性が高い。実際に FE OLS による推計を行ったが、離婚ダミーは有意な値を示していなかったため、サ

ンプルサイズの減少が主な原因だと考えられる。 

6 GMM の推計と同じサンプルを用い、FE OLS による推計を行った結果、夫婦関係に「満足」ダミーの

係数は 0.384、「普通」ダミーは 0.025、そして、「不満」ダミーは―0.528 であった。これらのうち、「満

足」ダミーと「不満」ダミーは 1%水準で有意であるが、「普通」ダミーは有意ではなかった。表 3 の第 4

列の結果と比較して、「満足」ダミーと「不満」ダミーの大きさがあまり変化していない点を考慮する

と、GMM の推計によって上方バイアスが除去された可能性が高いと考えられる。 
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表 7  IPW と IPWRA による推計結果 

 

注 1)：***、**、*はそれぞれ推定された値が 1％、5％、10％水準で有意であるのかを示す。 

注 2)：()内の値は不均一分散に対して頑健な標準誤差を示す。 

注 3)：表 7 の分析では、調査初年度で未婚女性にサンプルを限定し、サンプルサイズが減少したため、離

婚ダミーを使用せずに分析している。 

注 4)：逆確率重みづけを推計するために使用した変数は、表 2 に掲載してある。 

出典：1993 年から 2017 年までの JPSC を用い、筆者作成。 

 

6 結論 

 本論文の目的は、日本の代表的なパネルデータである JPSC を用い、夫婦関係の良し悪し

や離婚が幸福度にどのような影響を及ぼすのかを分析することであった。被説明変数に 5 段

階の幸福度を用い、女性を対象とした分析の結果、次の 4 点が明らかになった。1 点目は、

欧米の先行研究と同じく、未婚女性と比較して既婚女性ほど幸福度が高くなっていた。2 点

目は、未婚者と比較して、夫婦関係に満足する既婚女性ほど幸福度が高く、夫婦関係に不満

がある既婚女性ほど幸福度が低くなっていた。この結果から、すべての結婚が女性の幸福度

を高めているわけではなく、夫婦関係に満足している場合にのみ結婚によるプラスの影響

が観察されると言える。3 点目は、離婚によって女性の幸福度は低下するが、その低下幅は

夫婦関係に不満がある場合よりも小さかった。この結果から、夫婦関係に不満がある女性の

幸福度は、未婚者や離婚者よりも低くなっていると考えられる。4 点目は、女性の年齢別に

分析した結果、20 代、30 代、40 代と年齢が上がるにつれて、夫婦関係の良し悪しによる影

響が緩やかに減少することがわかった。学歴別の分析もおこなったが、学歴間による明確な

違いは確認されなかった。 

 本論文で得られた分析結果は、おおむね Chapman and Guven (2016)、Grossbard and 

(1) (2) (3) (4)

夫婦関係満足度ダミー 満足 0.736*** 0.651*** 0.715*** 0.633***

(0.039) (0.038) (0.038) (0.038)

普通 0.126*** 0.070 0.106** 0.049

(0.046) (0.047) (0.044) (0.044)

不満 -0.399*** -0.462*** -0.410*** -0.472***

(0.062) (0.061) (0.062) (0.060)

個人属性 Yes Yes Yes Yes

調査初年度の幸福度 No Yes No Yes

推計方法 IPW IPW IPWRS IPWRS

サンプルサイズ 8,691 8,691 8,691 8,691
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Mukhopadhyay (2013)、そして、Lawrence et al. (2019)といった先行研究の結果と整合的で

ある。これらの先行研究と比較した際の本稿の貢献は、日本のデータを用いている点と

GMM や PSW といった手法を用い、より厳密な形で夫婦関係の良し悪しと主観的厚生の関

係を検証した点にある。この中でも注目されるのが、GMM による推計結果であり、夫婦関

係に「満足」ダミーの係数が小さくなっていた。この背景には、幸福度から夫婦関係満足度

への逆の因果関係が影響を及ぼしていると考えられ、この点を考慮しないと、夫婦関係満足

度の係数に上方バイアスが発生する恐れがある。今後の研究では、この点にも注意を払って

推計していく必要があると考えられる。 

 本論文の分析結果は、日本の直面する出生率の低下への対策にも示唆を与えることがで

きる。日本では、婚姻率の低下が出生率の低下の大きな要因の 1 つだと考えられているた

め、いかに結婚を促進するのかといった点が重要な政策課題となっている。ただし、ここで

注意が必要となるのは、Cetre et al. (2016)で指摘されるように、主観的厚生が高い人ほど

子どもを持ちやすいといった傾向がある点である。このため、結婚を促進しても夫婦関係に

不満のある結婚が増加したのではあまり意味はなく、夫婦関係に満足している結婚が増え

るよう環境を整備することが重要となる。 

本論文にはいくつかの課題が残っている。まず、分析対象が女性のみであり、男性の夫婦

関係満足度と主観的厚生の関係を検証できなかった。また、今回の分析では主に幸福度に注

目したが、これ以外の主観的厚生の指標にも夫婦関係満足度が影響を及ぼす可能性が残っ

ている。また、JPSCは主に若年女性を中心に調査したデータであるため、高齢期における

女性の夫婦関係満足度と主観的厚生の関係を分析できていない。Umberson et al. (2006)は

高齢期に夫婦関係満足度の影響が強くなることを指摘しているため、今後の分析では特に

高齢層を中心としたデータを用いて分析する必要もあると考えられる。 
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Appendix 1 結婚期間別の夫婦関係満足度の構成比の変化 

 

注 1):図中の値は、夫婦関係満足度を「満足」、「普通」、「不満」と分けた場合にその構成比が結婚期間によってどのように変化するのかを示している。 

出典：1993 年から 2017 年までの JPSC を用い、筆者作成。 
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Appendix 2 10 年間継続回答している既婚女性のうち、夫婦関係に満足している割合 

 

注 1):図中の値は、10 年間継続回答している既婚女性のうち、連続して夫婦関係に満足している割合がど

のように変化するのかを示している。 

出典：1993 年から 2017 年までの JPSC を用い、筆者作成。 

 

Appendix 3 第 1 子出産前後における既婚女性のうち、夫婦関係に満足している割合 

 
注 1):図中の値は、第 1 子を分析期間中に出産した女性のうち、夫婦関係に満足している割合を示してい

る。 

出典：1993 年から 2017 年までの JPSC を用い、筆者作成。 
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Appendix 4 子どもの有無と婚姻状態別の幸福度の平均値  

 

注 1):図中の値は、婚姻状態と子どもの有無別に女性に幸福度の平均値を示している。 

出典：1993 年から 2017 年までの JPSC を用い、筆者作成。 

 

Appendix 5 子どもの有無と夫婦関係満足度別の幸福度の平均値 

 

注 1):図中の値は、婚姻状態、子どもの有無、夫婦関係満足度別に女性に幸福度の平均値を示している。 

出典：1993 年から 2017 年までの JPSC を用い、筆者作成。 
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